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特集／「福祉と環境」の統合
共同体金融が拓く環境福祉統合戦略
竹林舎／エコノミスト　　
金岡　良太郎
はじめに
　NPOや知識ワーカーが 21世紀の社会経済開拓者であることは支持されて
いるが、それらの構造や内容そして未来像については確かなものがまだ見え
ていない。背景や役割は明示されても具体的実像がまだ確立していない。「貧
困」や「社会」が生まれ拡大した 19 - 20世紀は大転換時代であった（Karl 
Polanyi 1944）。福祉（社会保障）が 19世紀初頭から共同体運動に現れ、20
世紀初頭に制度・法律・公的金融（財政）として構築された。持続可能な福祉
社会の構築は 20世紀の成果と遺産を引き継いだ 21世紀市民と社会の課題で
ある。小さな政府や最適な行財政が 21世紀の使命であり、福祉政策と環境政
策は融合していくと思われる。環境税が所得税・支出税・資産税と並立する基
本体系（財源）になるかまだ不明だが、環境税収を社会保障財源に充当する実
験は長期的に継続し進化するだろう。
　環境税は目的や地域が限定されており納税者が喜んで貢献するケース（地域
森林保全税等）で、比較的反対運動も少なく立法化され執行される。しかし税
体系は過去 200年以上要件が理論的に整理されており（公平性・中立性・マ
クロ整合性・確実性・最小コスト）、環境税は政治社会運動の成果（情緒性）
として確立するが、公平性・中立性・確実性などに欠けているので 20年以上
安定的に継続するとは考えにくい。環境コスト・便益の捕捉や管理は確実性で
劣る。地方税として臨機応変に出し入れ（執行・廃棄）してもよいが、前述の
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ように租税は長期的な公平性・中立性などが要件なので長期的な損失が予見さ
れる。租税でなく排出権や環境債券として民間金融手法で資金調達・環境支出
するのが正道である。国家・グローバル規模での環境税は一層慎重に扱うべきだ。
共同体金融解説
　福祉政策と環境政策をコミュニティーレベルで融合する仕組みは、共同体金
融の歴史・理論が切り拓く。適正規模のコミュニティーが公共政策（福祉・環境・
教育・治安・交通輸送など）を運営することが効率性や公正の観点から望まし
い。福祉も環境も情報化（知識化）初期段階では国家規模の誘導・啓蒙が必要
だが、立法化が進み初等教育段階で福祉活動や環境学習が導入された成熟段階
では、市民・地域・共同体が主役になる。初期段階は供給側主導となり、成熟
段階では需要側が中心となる。医療でみるインフォームドコンセントや環境で
みる情報公開が需要側主導の現場である。共同体の定義・形態・哲学は多様で
あり、株式会社も欧州連合も共同体である。共同体の認識を明確にするために
共同体＝Mutual State（相互連帯自治体）と具体化して論述する。
　1990年代は世界的にMutual State（共同体）が後退した 10年であった。
各国で相互会社形態であった生命保険・損害保険会社が脱相互（Demutual）
化した。情報公開・株主主権・企業統治・株主訴訟の時代となり、非上場・非
公開・家族経営・縁故主義はグローバル民主主義に照らして不適格であるとさ
れた。社会の公器である法人企業は公開され、広く一般ステークホールダーか
ら批判を受けて社会的責任を果たすべきであるという論調になった。民営化・
市場主義が優位ながら貧富格差問題や分権権限委譲の観点から新しい相互主義
（Mutualism） が待望されるようになった。社会的地主制（土地不動産所有者
が収益権を確保し使用権を賃貸者へ社会的に明確譲渡）や従業員持ち株制度（株
式会社労働者が自社株を所有し経営に参加）が1990年代以降全世界的に広がっ
た。新しい相互主義はMutual Stateの歴史理論を紐解きながら情況背景に対
応して具体的かつ自律的経営母体として進化している。
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　Mutual State（社会的企業）のメリットは三つある。①新規社会事業を革
新的に引き出しやすい、②高い使命感を持った優秀人材を集めやすくかつ官
僚的主義・談合癒着を抑制、③排除また軽視された市民・地域を包み込み参加
プロセスへ誘導。これからは政府が財政資金から公共事業を運営していた部分
を民間社会的企業（Mutual State）が代替することが望まれる。需要側に接
近しているからである。新しい所有・協働・参加・分配・金融が生み出されて
いく。NPOへの過剰期待はMutual Stateへの待望と同義である。新しい仕
組みとは市民を消極的公共サービス受益者（使用者）から積極的パートナーへ
と変容させていく。確定給付型年金から確定拠出型年金への変容が具体的に広
まっている。資産運用リスクをパートナーとしての年金受益者が受け入れ参
加する仕組みである。小さな政府という方針の行き先は、社会企業・NPOで
ありMutual Stateの選択と経営である。リバイアサンとなった巨大財政機構
や大企業体質を変革する手法として有効なのは新組織創設である。新組織は市
民の選択と参加の結果である。新しい参加の仕組みとしては親が子供の学校の
運営に直接参加し、相互連帯をやり直す企画が世界的に広がっている。参加型
Mutual Stateは予防医学・プライマリーケア・障害者治療・幼稚園段階教育
でも実験されている。これまでの協働参画の実験から適正規模・適正範囲の相
互連帯運用が大切であり、何もかもMutual Stateが適切なわけではない。社
会保障クーポンを地域通貨（タイムドル）で交換形態にして共同体運用する仕
組みは、目的分野限定であるがゆえに成功したケースがある。相互主義経営術
とは混合経済体制の成熟段階で社会契約論として機能するようだ。
　参加型Mutual Stateの歴史を紐解いていくと 1000年以上の民俗や生活の
知恵が継承されていることを知る。政府・企業・チャリティーなどこれらの歴
史民俗の遺産と言える。参加型Mutual State（社会公益事業）は英国では 6
世紀の聖オーガスティンに遡る。ローマ勢力撤収後職能別技術団組織が遺産と
して残り、Collegiaと呼ばれる訓練校が誕生した。欧州全般に 11世紀までに
Collegiaが発生し、技能団組合 Guild（ギルド）が形成された。Collegiaが
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現代の単科大学（College）の語源になった。専門技能集団 Guildが Conpani
を形成していった。Con（一緒に持ち寄って）pani（パンを）食べる集会が
Conpaniの語源的意味であり、現在の株式会社（Company）がここから発し
たことを見るにつけ、会社法人こそ参加型共同体の原型であることを知る。日
本でも 6 - 7世紀に聖徳太子が原始共益組織を確立している。非田院（貧者
孤児等の在宅の場）・施薬院（薬草など処方）・療病院（無縁患者の宿泊治療
所）・敬田院（仏法修行講義堂）等がある。訓練校（大学）が Guildになり
Companyへと進化した。この歴史民俗の流れは NPOやコミュニティー開発
モデル構築に関して意義ある進化である。
　ローカルレベルにおける歴史を学び現実社会に知恵や匠を還元する場合、グ
ローバル規模の歴史や国家規模の歴史だけでは足りないと考えられる。ローカ
ルな歴史を観察し習得しなければ実効力ある政策や企画が引き出せない。九州・
北海道の歴史を紐解くと、縄文・弥生時代は固有独自性があり、その時代期間
や空間情勢は近畿大和限定の現実と大きく異なっていることがわかる。北海道
では縄文式生産生活様式は 10世紀頃まで続いていた。九州でも縄文弥生は日
本全国レベルのものと期間空間で相違がある。北海道や九州では奈良平安の律
令規範も鎌倉室町の武家支配も希薄であった。16世紀までいくつもの政治・
経済・社会・文化・信仰が国内で並立していた。江戸時代も分権自治が継承さ
れていた。租税・通貨・福祉などいくつもの制度・ルール・会計が地域経済ご
とに運用執行されていた。地域分権・財政自治自主管理時代に一つの日本とい
う歴史観は通用しないし不適切である。いくつもの日本を発見する時、「鳴く
よ（794年）鶯」平安京とか「いい国（1192年）造り」鎌倉幕府などの一つ
の日本史（観）は衰退していくだろう。いくつもの歴史＝地域生活経営の歴史
＝地域伝承文化規律の歴史を民俗学と捉える。
　民俗学および民俗資本が共同体金融の源流を遡る公共政策探求の道筋である
と考える。また持続可能な地域や個人のニーズに基づいた福祉・環境政策のあ
り方であると予感する（図１、図２）。民俗（資本）に関しては「地域の底力」と
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いう標語が現代用語の中で最も近いと考えられる。民俗資本へ地域連帯・共同
体を組織化できるかどうかで、分権化地域社会経済の持続性と真価が拓かれる。
20世紀・21世紀情況把握
　福祉政策・環境政策の融合をローカルレベルで開発・展開する場合、グ
ローバル金融資本の現状を理解し対応することが最低条件となる。グローバ
ル市場経済は貧困・格差・環境破壊など負のイメージを伴いながら何故繁栄
発展成長し続けるのか。盲点弱点が隠されてはいまいか。CPDO（Constant 
Proportion Debt Obligation:債務リスク保全平準化債券―仮称）という具
体例を紐解いてみよう。
　CPDOは資金調達したいファンド・投資会社・一般企業などが信用派生商
品（Credit Derivatives）を使うことで有利な仕組みを引き出す企画である。
発行者（資金調達者）は発行と同時に十分な発行元本を上回る擬似保険金（プ
レミアム）を手に入れる代わりに、将来倒産情況になった場合に元本以上の償
還金を支払う契約である。信用リスク（不安）が歴史的低位な状態で発行され
ているので倒産リスクが平均的状態に回帰すれば償還金増加で発行者は損害を
被るはずである。ところがデフレ経済・信用不安・倒産過多になった場合、信
用リスク上昇に伴って信用派生商品の保険料（プレミアム）が上昇し収入増加
となるので、CPDO償還による損害を相殺する仕組みである。信用派生商品
図１ 歴史・民族・民俗 
世俗・画一制・標準化
異界・独自性・分権化
グローバル・国家    地域・個人
（出典）筆者作成。
民族 民俗
歴史
図２ 資本の特性・機能 
成長・金額・量化
定常・価値・品格
グローバル・国家    地域・個人
（出典）筆者作成。
民俗資本
福祉財政
金融資本
千葉大学　公共研究　第３巻第４号（2007 年３月）
103
市場拡大が金融・債務の拡大を担保している。1960年代以降各国で女性労働
参加が高まり労働量増加による経済成長潜在力が担保されたのと似ている。参
加者が増えることで CPDOのような一見危険な商品が大衆化・普遍化されリ
スク分配が果たされる結果、危うい綱渡りに見えるグローバル金融資本は繁栄
発展している。CPDOはグローバル公共財資産になってしまった。将来どこ
かの時点で限界をきたし破局を迎えることを知りながら。バブルは過ぎ去った
後でしかバブルと確定できないと呪文を唱えるかの如くである。
　法人企業が NPO・知識労働時代に取り残されている。法人組織が進化しつ
つあるグローバル（市場）・個人（職能価値）から遅れて対応しようとしてい
る。企業が変化に対しきれずにグローバルや個人知識価値という勢力に追い込
まれて要塞となりつつある。17世紀の重商主義・保護主義や 20世紀のイデオ
ロギー（社会主義等）のように要塞は衰退し廃墟となる可能性が高い。多国籍
企業 IBMは新しい組織・知識労働・経営を引き出し NPO・情報知識社会へ
対応すべく、機構変革・構造改革を実行した。社員の 50％以上は勤務歴 5年
以下である。30万人以上いる社員の 40％以上は固定された社内座席をもたず
SOHO（情報装備した自宅職場等）勤務状態である。出勤・会議・経過報告な
どのルーティーンが省かれた。社員の 30％以上は女性である。NPO型企業展
開また知識情報価値を体現した実験的経営である。19世紀に誕生した法人企
業は人間の延長としての組織（法的人格＝法人）であり、限定債務という錬金
術とインフレ会計で成長バイアス（一辺倒）の 20世紀を涵養・増強した。21
世紀は 20世紀と同じ成長を果たせないと展望する。
　21世紀の最大リスクの一つは人口動態であり移民問題であろう。2100年世
界人口予想は中心値 80億人、上下推定値 100億人- 50億人と見込まれる。日
本は中心値 6000万人、上下推定値 1億人－ 2000万人と見込まれる。米国は
中心値 5億人、上下推定値 7億人-４億人と見込まれる。中国は中心値 10億
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人、上下推定値 13億人- 5億人と見込まれる。環境・衛生・統治などの見地
から長期的人口推移はある程度法則性がある。日本は 1700年前後がピークで
あり世界人口対比 5％まで上昇したが、2100年には 1％以下になると予見さ
れる。米国はいまだ環境・政治経済・福祉厚生などでピークにいたっておらず、
2100年以降に世界人口対比重でピークが来ると予見される。中国は 18世紀
前半に世界人口比 40％まで占めたが、現在 20％に低下し 2100年には 10％前
後まで低下すると予見される。
　19世紀は世界人口が 1.8倍前後に増えた（年率 0.6%、表１）。20世紀は 3.8
倍前後に増えた（年率 1.4%）。21世紀は 1.5倍に満たないと予見される（年
率 0.3%）。GDP統計の正確さに欠点があるが実質経済成長を GDP統計から
探ると、19世紀年率で世界全体は約 1.5%成長であった。一人当たりでは 0.9%
成長であった。20世紀は世界全体成長は年率 3.0%であり一人当たりでは 1.6%
成長であった。21世紀展望は 1.5%成長を予想し一人当たり 1.3%成長と見積
もる（表２）。人口増加が 19世紀を下回り、経済成長は 19世紀並で一人当た
り成長率は 20世紀並と見込む。地球環境や金融財政事情そして福祉政策と相
互に連関し合った長期展望で成り立つ包括的展望であり、各々複雑な因果やリ
表１　世界人口の歴史と展望 （百万人／対世界比率）
1700 1820 1913 2001 2100予想
日本 27/4.5% 31/3.0% 52/2.9% 127/2.1% 60/0.8%
米国 1/0.2% 10/1.0% 98/5.5% 285/4.6% 500/6.3%
中国 138/22.9% 381/36.6% 437/24.4% 1275/20.7% 1000/12.5%
世界全体 603 1041 1791 6149 8000
（出典）Angus Maddison/OECD. 2100年予想は筆者。
表２　GDP成長率 （年率）
1820̶1913 1913̶2001 2001̶2100
日本 1.3%/0.8% 4.2%/3.1% 0.5%/1.2%
米国 4.1%/1.6% 3.2%/1.9% 2.5%/2.0%
中国 0.1%/-0.1% 3.4%/2.1% 2.0%/2.2%
世界全体 1.5%/0.9% 3.0%/2.1% 1.5%/1.3%
（出典）Angus Maddison/OECD. 2001-2100は筆者。
千葉大学　公共研究　第３巻第４号（2007 年３月）
105
スクが絡まりあうので断定は到底できない。20世紀日本は 4%GDP成長して
おり一人当たりも 3%成長した。この高度成長が 21世紀も継続すると信奉し
て年金アクチュアリー計算されていると想定すると財政リスクは大きい。人口
が年率 0.7%減少し GDP実質成長率が 0.5%であるという想定は、悲観的過
ぎず楽観的過ぎない中庸と考える。米国は社会保障財政のベースライン経済成
長率を２％と推定しているので比較的財政リスクが小さい。それでも 1945－
60年生まれのベビーブーマー世代が引退する今後の福祉財政リスクに関して
は予断を許さない。都道府県や市町村というローカルレベルの財政政策は、国
全体の財政リスクを鑑みて緊縮・節約・自前主義・地域循環・地域自助努力が
求められる。
　経済成長への偏重型モデル（思考）は構造的に衰退している。21世紀人口
増加・経済成長が鈍化するとする見識の基盤である。ICT（情報通信技術）革
新は進化すればするほど利益を生まない NPO様式であることが判明してい
る。19世紀後半の鉄道投資ブームと同類であると主張される所以である。20
世紀エネルギー登用機械化プロセスが 3％成長を実現したのに対し、21世紀
知識情報プロセスが 3％以上の成長を産まないことを資本市場が発言している。
特に債券市場は長期的（10 - 50年）にインフレ率が相当低いと表明している。
1980年代に資本市場での予想インフレが 5 - 10％であったことを想起すると、
現在の予想インフレが 0 - 2％であることは信頼性を疑うに十分である。にも
かかわらず予想成長・予想インフレが低位にとどまっている理由は、低金利・
低インフレでないとグローバル全体の資産価格が崩壊すると予見されるからだ。
1970年代型 10 - 20％インフレ、10 - 20％金利を受け入れる金融財政事情で
なくなった。1997 - 98年アジア型金融通貨危機を先進国が経験しないで済む
とは限らないので、低金利－金融財政安定－社会保障定着－安全平和環境の継
続性は万全ではない。個人にとってもグローバル安全保障体制にとっても、地
域小規模の福祉環境の居場所造りは重要課題である。
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環境福祉統合戦略：理論歴史➡ LETS・CDC・Mondragon
　慈善活動（Philanthropy）とは、よい行いを率先して実行すること、また
最善を尽くすことであり慈善事業・運動を上手に行なうこと、また最適に振
り出し持続的に運用することを意味する。上手にという作業をないがしろに
すると、よい行いも無駄となる。「上手に」（Smartly/Prudently/Dexterously/
Strategically/Skillfully）という部分が要であり、金融技術・ブランド戦略・
コンプライアンス活動・人的資本活性などが肝要である。アメリカの宗教団体・
チャリティー組織等の慈善活動は厚み・規模・多様性（分野）・継続性など頑
強である。募金資金規模は広義に解釈すると 8兆ドルを越える。GDPの 6割
強であり、規模の見地から見ると日本の財政投融資（郵貯・簡保・年金）に相
当する。日本は財政投融資計画により、アメリカは民間慈善団体により社会公
共事業・所得移転・社会保障金融が推進されている。寄付に関する税制控除は
ほんの一部の効果でしかなく、自分たちの公共政策・福祉政策は政府（財政・
行政）を通さず自分たちの公共財として管理運営する精神構造にあるアメリカ
では、Public（自立主義公共）とは自前の直接投票・直接金融である。日本で
の Public（政府主義公共）とは行財政のお仕事と認定されている。生活経済
に余裕ある米国富裕層は特に寄付に熱心であり、人生の目的や幸福を寄付・慈
善活動を通して自発的（ボランティア行動）に参加している。宗教活動・政治
運動・慈善行動は一蓮托生となっている。日本では創価学会がこれに近い。
　上手な資金調達が慈善活動の真骨頂である。資金調達の受け皿は①募金・寄
付、②出資金、③債券、④信託、⑤ファンド、⑥共同体・組合・共済、など多
様性が必要だ。NPO活動を啓蒙支援するには上手な資金調達を企画する必要
がある。寄付者・出資者・投資家などを満足させ喜ばせる仕組みがいくつもあ
る。例えば博物館が NPO活動を広げ慈善活動を展開する場合、寄付金の金額
に応じた呼称・サービス格差を設ける手法（100万円ならプラチナ会員と呼び
会報誌書籍無料配布・イベント優待・エコツアー割引参加など）が有効だ。寄
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付者を満足させる努力が実を結ぶ。大学教育や病院経営も顧客満足度が大切だ。
　日本の社会保障は高齢者福祉に重点があり、若年青年の生活保障・知識技能
保障が手薄である。
　OECD統計は各国間の制度の差異を配慮して調和させているが、単純比較
は無理があり慎重な分析が求められる（表３）。この点を咀嚼しても日本の現
役世代に対する所得保障（失業手当・休業補償・障害年金・児童手当等）は手
薄である。また、現役世代所得保障・年金・保健以外で公的社会支出に含まれ
る労働政策支出（職業訓練・就業機会補助・職探し支援等）が低位である（日
本 GDP0.2％－英仏独は 1.0％前後）。厳しい就職戦線という日本型雇用選別が
企業の共同体意識を高め生産性向上に繋がった面を評価しつつ、情報化社会・
金融資産社会での最適就職補助（介入）を怠ると生産性の低い低賃金労働社会
へ陥落する。20 - 30歳代の低賃金が少子化の原因と思われるので、積極的な
前期現役世代への労働訓練を公的社会保障と NPO民間事業・運動で断行する
必要があるかもしれない。
　NPOによる労働訓練（民間事業）を LETS・CDCが担うアイディアを紹介
する。その前に日本の年金・保健（医療等）が現役世代の犠牲によって所得移
転されている姿を鳥瞰する。これは物価統計の不備（経済統計リスク）がもた
らした瑕疵かもしれない。1991 - 2005の 15年間で消費者物価指数が 2 - 3％
高め（過剰）に表示されたようである。情報通信機器の生産性向上は質の上昇
表３　公的社会支出のGDP比（2001 年）
現役世代
所得保障
年金
保健（主
に医療）
公的社会
支出全体
日本 1.5% 7.5% 6.7% 16.9%
米国 1.8% 6.4% 6.5% 15.1%
英国 6.2% 8.0% 6.5% 22.2%
フランス 6.5% 12.0% 7.5% 28.2%
ドイツ 4.7% 11.5% 8.3% 27.1%
スウェーデン 7.0% 7.4% 7.5% 28.6%
（出典）OECD
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として捕捉されるべきだ。医療機器技術向上で難病が克服された場合、医療費
増加はインフレでなく実質成長と補足されるべきだ。過去 15年の平均実質成
長は 1.5％でなく 4％前後であったと考えられる。名目成長は 1％前後であり
公表値に近いと思われる。1975 - 1990の期間、二酸化炭素排出一定（ゼロ成長）
で 4％実質経済成長しており、1991 - 2005では二酸化炭素排出 0.9％前後（家
庭部門 2.2％：排出量は国全体の 14％）の成長を示しているので、実質 1.5％
成長表示は低すぎる（エネルギー効率改善は継続していたはず）。消費者物価・
GDPデフレーターともに 2 - 3％過剰表示されたと言える。年金医療費はイン
フレ連動なので、毎年 2 - 3％過剰支出されたと解釈できる。2005年で 2兆円
前後、15年間で累積 20兆円前後所得移転があった模様。フリーター・NEET
の原因の真相は経済統計リスクであると考える。
　米国カリフォルニア州のシリコンバレーは企業家精神で満ちた地域経済社会
を立ち上げている。グローバル競争で成果を上げるソフトウェアを開発する一
方で、その経営手法や技術を地域開発・自主管理社会保障へ転用する模範的姿
が見受けられる。NPOやコミュニティービジネスに欠かせないのが経営戦略
やビジネスモデルである。社会改革・福祉政策・教育改革を企業家精神のもと
に執行している。コミュニティー開発ベンチャー組織（CDVC：Community 
Development Venture Corporation）が活動の裾野を広げている。情報通信放
送ビジネスの成功体験を NPOや慈善事業財団に注ぎ込む受け皿が CDVCで
ある。経済的採算が見合うかどうか不確実な社会事業・福祉事業・環境事業・
教育事業に対して株式投資を行なうためのファンドである。事業立ち上げの
きっかけ（Seeds）としての投資や発展成長段階での事業拡張投資、また事業
撤収撤退のためのM&A型投資など発展段階や事業再編に関係した投資助言
を手がけるのが CDVCである。株式会社として立ち上げてもよいし非利益型
NPOとして立ち上げてもよい。さまざまな形態目的で立ち上がった CDVCで
あるが、共通理念は社会経済的に不利な立場にある市民への友好的資金資本還
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流を促す仕組みであることだ。経済的採算性が乏しい貧困層むけ社会事業への
投資であり成功確率は 50％以下と思われる。成功した事業から IPO（株式公
開）やM&A転売で投資収益を挙げる投資手法であり、リスクと緊張と向き合
う投資博識者が知恵を競い合う投資運用の世界である。投資対象は医療福祉・
環境産業・教育事業など非営利型組織が多いが、その定義や規程は絶対的でな
く見方によっては成長性や社会通用拡大力があるものもある。Grameen Bank
などがMicroﬁ nance（貧困女性への少額融資モデル）により信用リスクの常
識を覆す金融技術革新・社会経済革新を育て上げたように、CDVCも既定路
線では非採算補助金・寄付対象と見積もられている社会事業の中から成長性を
発掘し、利益を自然に無理なく呼び込む経営形態へと変貌させる機会を模索し
ている。市民社会派事業から成長力・潜在力を発掘し涵養する金融経営技術と
は、次の時代にニーズを捉え、今は採算が合わなくとも 5年後に成長経営になっ
ていると判断できる社会事業を探し助言し続けることである。成長力ある社会
事業とはビジネス感覚ある慈善団体であり、経営理念スタイル企画の明確さと
説明立証力（Accountability）を提示できる組織である。明確さと説明立証力
によりパートナーシップやネットワークが自ずと成蹊（小道を成す）という資
質にいたる。
　グローバル市場と地域社会経済枠組み（Mutual State）が同根同類であり、
並立相互関係であることを示す。大規模競争のグローバル市場が社会的非営利
組織である共同体と並列同士であることは一見受け入れがたいと思われやすい。
現在のグローバル市場を 19世紀後半から 20世紀初頭までの独占企業・帝国
主義・資本家権益と同一視する場合に誤解されやすい。成長偏重型開発モデル
を超克しつつあるのはグローバル市場自体である。
　NPOはアメリカ人がネイティブ・アメリカン搾取淘汰の歴史を反省し後悔
する気持ちが生んだ概念・企画であると言われている。日本では縄文・アイヌ
など少数民族搾取淘汰の歴史を反省する気持ちから NPOが発生したとは言い
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がたい。社会財政制度改革の途上で浮上した輸入された概念企画であるようだ。
国家の歴史より個人の民芸民俗のほうが安全保障や健康管理に有効になりつつ
あるとの気付きが見られる現在、心理療法の一形態である内観法が自分の過去
に潜伏している感謝の気持ちを発掘することで安寧を勝ち得るのと同じで、日
本型・東京型・地区型の NPOが必要である。NPO金融助言に携わって理解
したことは、民俗に潜伏している価値や信頼を発掘し信託関係を確立すること
の大切さだ。相互扶助・女性活躍・子供組・講信託金融・市場経営・交通観光
資源・芸能祭祀などを民俗資本と呼ぶことにした。日本型Microﬁ nanceの原
型および原風景が民俗資本に潜伏している。民俗資本はグローバル市場と地域
信頼小規模信託を充足させてきた。近代国家・国家財政・財政社会保障が広ま
り定着するまでの民俗資本を、内観法で振り返り再生するのがこれからの作用
となる。地域信頼小規模信託を LETSと定義することにした。
　1991 - 93、英国で LETS（Local Exchange Trading System）の創生期
に、エコマネー・エコバンクを助言提案し地域通貨交流圏を構築した。LETS
は地域経済を自立・自律・自決するための受け皿 （Vehicle）であり、Local 
Employment Training Systemや Local Ecological Trust Systemも企画推進
した。多くの用語（Local・Loyal等）組み合わせが可能である LETSを最も
包括的に表していると考え、Local Economic Trust Systemと代表して呼ぶこ
とにした（表４）。
LETS（地域経済信託）の多様性・包括性・Autonomy（自治体性）
　LETS（地域経済信託）は地域通貨・地域生活経済統治・地域財政金融自立・
地域資本市場・自発的福祉労働相互扶助・青年労働技能研修・地域環境事業セ
ンターを具体的に運営する思想であり、実践経営部隊である。1990年代に英
国フィンドフォン・CAT（Center for Alternative Technology）等で包括運用
され地域通貨を一つの企画とした Autonomy（自治体）を形成した。米国では
ニューヨーク州 Ithaca（イサカ）の Cornell（コーネル）大学の学生が Time 
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Dollarを創設し、大学キャンパスを中心に学生アルバイト・地域貢献・福祉
環境サービスが時間通貨として発展した。Ithacaの場合も地域経済信託とし
て成長進化した。もう一つの経済社会（Alternative）を模索する市民主導の
LETSは、地域通貨を内発的開発における自立決済制度としてプロフェッショ
ナル仕様で引き出した。日本では 1990年代後半から地域通貨が景気雇用後退
の中でデフレ解消の背景が推進力となり行政主導で発展した。
　LETSは福祉・環境の NPO（コミュニティー）ビジネスとして大成するだ
ろう。最大のメリットは隣組・近所の底力という推進力によりコスト優位性が
あり、市民参加者の情熱・目的意識により持続性が高いことだ。日本ではマン
ション管理組合が LETSの事業母胎になる可能性がある。CoHousing（共同
体企画居住自治制度）や Collective House（参加型住宅建築・生活）等も部分
的に日本型 LETSを発展させる可能性がある。1990年代から企業内 LETSを
助言システム化してきたが、いくつかの企業は社内研修などに取り入れ始めて
いる。企業内マイスター（徒弟制）を技能継承に役立たせている。地域通貨・
LETSはデフレ経済環境（高失業率・福祉財政破綻）で発展する。生活の質を
保つために、政府予算・企業所得が低迷した時に予防線（Safety Net）となる。
青年失業者や労働スキル不足の市民にハイテク・金融財務知識・マーケティ
ング・ブランディング技能を付与する企画が、ロンドンなどで登用されてい
る。移民や高校ドロップアウト青年への社会的配慮を行政一元化政策でなく個
別事情酌量型対応で提供している。言語教育・電子通信教育・金融財務教育な
表４　LETS（地域経済信託）の多様性・包括性・自治体性
Ｌ Ｅ Ｔ Ｓ
Local Exchange Trading System
Loyal Economic Trust School
Levitating Ecological Training SOHO
Electronic State
Employment Security
Educational Society
Empowerment
（出典）筆者作成。
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どが提供されている。対象者の 1%が高額所得者に成長し、10%が平均的所
得階層に成長すれば十分である。機会を提供しチャンスを活かせた者が平均的
所得を稼げればよいのだ。格差是正は大切だが、適正格差を無くそうとするあ
まり全体が沈滞化し各人も幻滅するような仕組みは後退するだろう。LETS企
画運用力の最大の難所はグローバル社会経済との協同性である。グローバルと
LETSは市場競争＋モラル＋自制心で根本的に一体化している（図３）。
　CDCは Community Development Corporationの短縮語である。1960年
代の公民権運動から発し、金融差別・経済格差・金融資本格差を解消するため
にマイノリティー保護政策として米国で発展した。財政福祉支援を（貧困層が）
拒む市民意識が特徴である米国で、貧困層の経済自立を助けるために 1970年
代から低所得者向け住宅投資金融・証券化スキームとして発展した。10万ド
ル相当の住宅を 5万ドル相当の頭金で所有者になれる企画である。頭金資本
を持たないケースを想定して全額モーゲージ（抵当証券）仕様とする社会企画
である。低利長期返済を可能にした社会経済革新でもある。住宅を持ちモー
ゲージを持ち家族を持つことで努力する体質が貧困層に形成され、自助努力で
平均的所得階層へと成長していくアメリカンドリームの一こまである。移民や
地域自主通貨の真価
有機系適正規模
Global＝ Local
地域通貨の潜在性：地域循環型社会
ＬＥＴＳ
失敗・欠点
の整理
①取引コスト・配送コスト
②多すぎる取引回数・会員
解決改善
の戦略
①日時場所限定いちば
②市場集中主義・証券化
地域通貨の
フロンティア
①高齢者、②女性
③若年層、④貧困層
信玄・謙信の
解決策
①貨幣供給
②創造的会計・減税
③創造的個人起業
相互支払い約束
不渡りリスク軽減
地域労働力昇格
地域自然昇格
傾斜型地域循環誘導
多様複雑系価格付け
非市場型補完取引
地域資源活用で競争力
図３　グローバル社会のＬＥＴＳ
（出典）筆者作成。
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マイノリティーが CDC住宅社会政策で救われ、この情報が世界中に伝わり米
国を目指す移民が増えた。一人の女性が二人前後の子供を産む社会的人口定常
状態の米国が、21世紀末に 5 - 6億人の人口を持つだろうという根拠の最大の
理由が CDCと言う事もできる。CDCは 1980年代に入り低所得者向け住宅投
資制度（Affordable Housing）だけでなく、前述の CDVCベンチャーキャピ
タル：Venture Capital Equity Fund）やMicro Enterprise Fund（小規模社
会事業ファンド）、 Loan Fund （融資ファンド）、Credit Union（信用組合） CD 
Commercial Bank （地域開発商業銀行）などがある（表５）。
　経済成長がなければ大規模福祉政策・環境政策は継続しない。成長がなけれ
ば社会改革も安全保障も行き詰まる。この常識を問い直し新たな視野を根拠に
共同体金融の歴史理論から LETSや CDCを論じた。最後に、現存する世界最大
規模かつ最長経営期間を更新するスペインバスク地方のモンドラゴンに触れる。
　Jose Maria Arizmendiarrieta（1915-1976）が創設したMCC（Mondragon 
Cooperative Corporation）は、従業員 8万人、売上 120億ユーロ、最終利益 5
億ユーロの優良共同体企業である。キリスト教会慈愛精神で地域貧困克服・若
年層雇用再生のために創設した。大学・病院・福祉施設を共同体理論通りに設
立し運営している。学校病院は単体では経常赤字だがグループ内で管理経営す
るほうが効果的廉価だという方針である。福祉政策も工業製造経営も長期的投
資の思想で運用するので、10年程度赤字が続いても研究開発を内発的に努め
業務をマスターしてきている。組織構造は金融部門（決済業務・投融資業務・
共済業務・資産運用業務・投資銀行＝証券財務業務）と工業部門（自動車・部
品・建設・産業設備・家庭製品・製造資本財・工業機械等）と流通部門（卸売り・
小売り・輸送・POS等）である。日本企業でたとえれば三菱 UFJグループと
三菱自動車・三菱重工・日立・松下・鹿島と三菱商事・イオンがグループを創り、
連結会計・企業合同したものと同類である。競争力ある部門に集中投資してグ
ローバル競争に勝ち抜くコアコンピテンス理論に逆行する経営機構であり、グ
ローバル市場・グローバル企業の謎とか奇跡と呼ばれる。輸出が売上の４割前
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後を占め、中国に製造現場を造る展開である。農業部門を持たない背景は、過
去に経営したが採算が合わず撤退しているためだ。共同体金融の真骨頂は入社
（共同体参加）時に労働者（会員）が 300万円相当出資することである。大学
を出た研究者は 300万円の余裕がない場合も多く、金融グループがファイナ
ンスしている。2-3年で完済するそうである。モンドラゴンは成長と福祉政策・
環境政策を一体化させた例である。M&A活動も活発で米国 GE社と経営戦略
が比較されるほどである。銀行・金融部門を持っていることが共同体金融の真
価であり、LETSや CDCが内在化している。資本効率は高く ROEは 10％以
上であり、日本企業を上回る。19世紀英国で誕生発展した共同体金融の博物誌・
（出典）筆者作成。
表５　CDC/CDFI の組織体制と分類
Microenterprise
Fund　（マイクロクレディット）
Venture Capital
Equity Fund　（ベンチャー）
規制・監督 規制監督圏外 資本体制などにより多様
資本準備金要件 小規模資本可：短期・小額投融資
全負債が資本準備：2000万円超
資産全体の 40％前後は贈与資本
：懇切手続き援助のための
資本
最低資本準備必須
最低 20億円前後必要
全額資本金：債務ゼロ
所有形式・企業統治 コミュニティー形式所有・統治も可
非利益法人形式も可
コミュニティー開発公社、独
立系の小企業管理機構によ
る所有運営非利益団体・利
益法人による所有
資金・投資勘定資本 一義的に贈与による出資
銀行などからの借り入れ
慈善団体・政府・高利回り追
求資本家など多様な資金源
小口金融サービス 小口決済サービスなどなし 小口決済サービスなどなし
開発信用供与・投資 セルフ雇用型マイクロローン
小規模事業向け設備運転資金供与
貸付金利：市場金利以下から
クレディットカード金利並まで
株式・劣後債務：小規模企
業向けロイヤリティー・業
績連動・売却戦略など付加
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民俗誌をモンドラゴンに発見した。
　モンドラゴンは 1960年代設立期に LETS（Microﬁ nance）を成し NPOこ
だわり事業を生み出した。1970年代 CDCとなり共同体金融を会社組織へと
進化させた。1980年代企業統治・投資運用を確立しグローバル規模の経営を
なる母体を作り、1990年代にグローバル市場で共同体金融を本気で実現する
多国籍企業になった。LETS－ CDC－グローバル市場（企業）を辿った進化
経路は、オーウェン・フーリエ・シモンが夢見た社会主義的資本論であった。
現在モンドラゴンは多くのグローバル企業が抱える金融リスク・信用リスク・
ビジネスリスク・法務リスク・製品リスク・ブランドリスクを克服すべく研鑚
Loan Fund
（ローンファンド）
Community Development
Credit Union　（信用組合）
Community Development
Commercial Bank　（商業銀行）
自主的内部規範 規制監督圏内 規制監督圏内
多様形態：資本と債務が
半分相当
市場ニッチ適応：投融資
規模に対応
投融資活動範囲に適応
法的最低資本準備は不明確
実体は数十億円規模
会員出資：新規債務項目
計上
法的最適資本準備要件は明確
数百億円以上
Tiear̶1で 5％以上
金融共同体組織による所有
共同体会員出資
非利益団体所有･運営
コミュニティー・会員組
織所有運営
非利益団体所有･運営
コミュニティー共同体形態は稀
取締役会構成は共同体代表含む
プルーデントマンルールで情報開示
利益団体・多種子会社経営
慈善団体・個人・機関投
資家の出資
社会性提示で低金利資金
調達
預金保険機構管理下：
10万ドル上限
非会員からの出資に上限
枠設定
支店網により預金獲得
預金保険機構管理下：10万ドル
上限
預金競争の規制少ない
小口決済サービスなどなし 小切手引き出し・貯蓄口座
資金為替
直接預金
店頭応対サービス
全面的小口金融サービス
小切手・譲渡性預金・貯蓄口座
ＡＴＭ／消費者ローン・カード
開発段階以前の支援・繋
ぎ融資・抵当証券融資・
不動産劣後ローン
小規模事業向け劣後ロー
ン等
消費者・設備投資資金の投
融資
抵当証券投融資・増改築投
融資
ＮＰＯ・ＣＢへの投融資
貸付金利：クレディット
カード以下
フルライン商業・不動産投融資
抵当証券投融資・増改築投融資
ＮＰＯ・ＣＢへの投融資
貸付金利：市場連動
多様な子会社による個別対応の
ノンバンク・非信用タイプの支援
共同体金融が拓く環境福祉統合戦略
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